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平成25年度　一般会計の決算状況

372,084千円には、26,909千円の繰越明許費繰越額を含みますので実質的な繰越は345,175千円となります。

平成25年度　歳入歳出差引
（単位：千円）

19,178,049 － 18,805,965 ＝ 372,084
歳　入 歳　出

平成25年度 決算の概要

１．歳 入
区　　　　　分

市 　 税

地方譲与税

地方特例交付金

地方交付税

分担金・負担金

国庫支出金

県 支 出 金

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

市 　 債

そ の 他

合　　　計

皆さんが納めた税金

（単位：千円）

２．歳 出 （単位：千円）

平成24年度 平成25年度 増減額③ 増減率
決算額① 構成割合 決算額② 構成割合 ③＝②－① ③÷①

2,980,276

287,516

7,397

9,590,958

217,658

1,483,248

1,298,486

87,437

52,859

438,750

1,722,674

979,135

19,146,394

15.6%

1.5%

0.0%

50.1%

1.1%

7.7%

6.8%

0.5%

0.3%

2.3%

9.0%

5.1%

100.0%

15.0%

1.5%

0.0%

49.5%

1.1%

8.9%

6.4%

1.2%

0.3%

1.8%

8.9%

5.4%

100.0%

△3.4%

△3.2%

△1.7%

△1.0%

△6.5%

15.0%

△5.2%

171.6%

16.6%

△23.0%

△0.9%

5.8%

0.2%

2,878,436

278,207

7,268

9,493,524

203,583

1,705,738

1,231,611

237,453

61,651

337,651

1,707,268

1,035,659

19,178,049

△ 101,840

△ 9,309

△ 129

△ 97,434

△ 14,075

222,490

△ 66,875

150,016

8,792

△ 101,099

△ 15,406

56,524

31,655

国が徴収した自動車重量税など
から分配されたお金

減税を補うために国から交付さ
れたお金

所得税などの国税のなかから交
付されたお金

保育料など、特定の利益を受け
る方に負担していただいたお金

市の事業に対し国から交付され
たお金

市の事業に対し県から交付され
たお金

市有地の貸付料や基金（貯金）
を運用して得たお金

基金（貯金）を取り崩したお金

前年度から繰り越されたお金

国や金融機関などから借り入れ
たお金

寄附金や諸収入、使用料、手数
料、地方消費税交付金など

区　　　　　分

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農林水産業費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災害復旧費

公 債 費

諸 支 出 金

合　　　計

市議会の運営に関する費用

平成24年度 平成25年度 増減額③ 増減率
決算額① 構成割合 決算額② 構成割合 ③＝②－① ③÷①

210,410

2,373,109

5,231,311

1,378,721

58,515

965,258

223,869

1,638,099

753,122

1,332,236

43,716

3,428,139

1,172,238

18,808,743

1.1%

12.6%

27.8%

7.3%

0.3%

5.1%

1.2%

8.7%

4.0%

7.1%

0.2%

18.2%

6.4%

100.0%

1.1%

13.7%

27.8%

7.7%

0.4%

5.0%

1.5%

8.8%

4.3%

7.8%

0.0%

15.9%

6.0%

100.0%

△4.1%

8.8%

0.0%

4.9%

24.8%

△3.0%

26.3%

1.5%

7.2%

10.3%

△83.9%

△12.5%

△5.8%

0.0%

201,758

2,581,655

5,233,651

1,446,600

73,043

936,194

282,829

1,662,617

807,436

1,470,003

7,025

2,999,048

1,104,106

18,805,965

△ 8,652

208,546

2,340

67,879

14,528

△ 29,064

58,960

24,518

54,314

137,767

△ 36,691

△ 429,091

△ 68,132

△ 2,778

自治振興や防災対策、情報化推
進などの費用

高齢者、障がい者、児童などの
福祉の費用

ごみ処理、保健衛生などの費用

雇用確保等に関する費用

農業委員会、農林水産業の振興、
漁港などに関する費用

商工業の振興、観光の振興、各
種イベントに関する費用

道路、河川、公営住宅の管理業
務などの費用

常備消防、消防団、災害対策な
どに関する費用

小・中学校や幼稚園の教育、社会
教育、図書館の運営などの費用

台風などの災害により被害を受けた
公共施設や農地等の復旧などの費用

借金の返済に係る費用

市の貯金にあたる基金への積立
金や土地等の購入費など
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ま
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今
後
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健
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な
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っ
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も
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申
し
上
げ
ま
す
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国東市の基金残高・借入金残高の状況

財政構造の弾力性

（単位：千円）

基金残高の状況（貯金の状況）
区　分 平成24年度末 平成25年度末

一般会計
（住民１人当たり）

全　会　計
（住民１人当たり）

10,242,930
(327)

12,009,482
(383)

11,286,897
(366)

13,255,166
(430)

（単位：千円）

借入金残高の状況（借金の状況）基金残高の状況（貯金の状況） 借入金残高の状況（借金の状況）
区　分 平成24年度末 平成25年度末

一般会計
（住民１人当たり）

全　会　計
（住民１人当たり）

22,166,961
(707)

35,187,307
(1,122)

21,167,583
(687)

33,461,625
(1,086)

※定額運用基金（国保高額療養貸付基金等）は除いている。
※工業用水及び市民病院特別会計は現金・預金・有価証券の合算額を基金
　とみなし計算している。

　計算式の分子となる歳出経常一般財源は約1.1
億円の減（△0.9％）となりましたが、分母とな
る歳入経常一般財源及び臨時財政対策債発行額も
約1.6億円の減（△1.2％）となったため、経常
収支比率は対前年度比で0.2ポイント上昇し、
91.8％となりました。
　これは、歳入経常一般財源のうちその９割強を
占める地方税及び普通交付税が、前者は約1.0億
円減少（△3.4％）したこと、後者は約0.6億円
減少（△0.7％）したことなどの影響が大きかっ
たものです。

※経常収支比率とは、地方自治体の財政の弾力性を示す指標で、低けれ
　ば低いほど財政運営に余裕があり、政策的に使えるお金が多くあるこ
　とを示します。

経常収支比率
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